
一  般  会  計 （単位：千円）

区 分 増  減 増 減 率 区 分 増  減 増 減 率

％ ％

1 歳 入 総 額 (Ａ) 13,239,334 13,169,283 70,051 0.5 11 基 準 財 政 需 要 額 6,175,818 5,939,056 236,762 4.0

2 歳 出 総 額 (Ｂ) 12,288,084 12,298,659 △ 10,575 △ 0.1 12 基 準 財 政 収 入 額 3,981,631 4,080,173 △ 98,542 △ 2.4

3
差　　　　　　　引
(Ａ)－(Ｂ)

(Ｃ) 951,250 870,624 　 80,626 9.3 13 標 準 財 政 規 模 7,327,828 7,212,713 115,115 1.6

4
翌年度へ繰り越すべ
き財源

(Ｄ) 155,080 115,685 39,395 34.1 14
財 政 力 指 数
（ ３ ヶ 年 平 均 ）

0.70 0.73 △ 0.03 △ 4.1

5
実　 質　 収　 支
(Ｃ)－(Ｄ)

(Ｅ) 796,170 754,939 41,231 5.5 15 実 質 収 支 比 率 10.9 ％ 10.5 ％ 0.4 3.8

6 単 年 度 収 支 (Ｆ) 41,231 △ 188,036 229,267 △ 121.9 16 経 常 収 支 比 率 85.5 ％ 84.5 ％ 1.0 1.2

7 積 立 金 (Ｇ) 162,520 440,650 △ 278,130 △ 63.1 17 財政調整基金現在高 5,295,933 5,133,413 162,520 3.2

8 繰 上 償 還 金 (Ｈ) 0 0 0 0.0 18 減 債 基 金 現 在 高 631,554 688,327 △ 56,773 △ 8.2

9 積 立 金 取 崩 し 額 (Ｉ) 0 0 0 0.0 19
その他特定目的基金残
高

662,729 970,933 △ 308,204 △ 31.7

10 実 質 単 年 度 収 支
(Ｆ)＋(Ｇ)＋(Ｈ)－(Ｉ)

(Ｊ) 203,751 252,614 △ 48,863 △ 19.3 20 地 方 債 現 在 高 9,810,807 10,446,195 △ 635,388 △ 6.1

※表示単位未満端数処理の関係で、積み上げと合計が一致しない場合がある
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経常収支比率

　地方公共団体の財政構
造の弾力性を判断するた
めの指標で、人件費、扶
助費、公債費のように毎
年度経常的に支出される
経費(経常的経費)に充当
された一般財源の額が、
地方税、普通交付税を中
心とする毎年度経常的に
収入される一般財源(経常
一般財源)、減収補てん債
特例分及び臨時財政対策
債の合計額に占める割
合。
　この指標は経常的経費
に経常一般財源収入がど
の程度充当されているか
を見るものであり、比率
が高いほど財政構造の硬
直化が進んでいることを
表す。



実質公債費比率 

　当該地方公共団体の一
般会計等が負担する元利
償還金及び準元利償還金
の標準財政規模を基本と
した額（※）に対する比
率。
　借入金（地方債）の返
済額及びこれに準じる額
の大きさを指標化し、資
金繰りの程度を示す指標
ともいえる。
※ 標準財政規模から元利
償還金等に係る基準財政
需要額算入額を控除した
額。



将来負担比率 

　地方公社や損失補償を行っている出資法
人等に係るものも含め、当該地方公共団体
の一般会計等が将来負担すべき実質的な負
債の標準財政規模を基本とした額（※）に
対する比率。
　地方公共団体の一般会計等の借入金（地
方債）や将来支払っていく可能性のある負
担等の現時点での残高を指標化し、将来財
政を圧迫する可能性の度合いを示す指標と
もいえる。
※ 標準財政規模から元利償還金等に係る
基準財政需要額算入額を控除した額。



ラスパイレス指数

　加重指数の一種
で、重要度を基準
時点（又は場）に
求めるラスパイレ
ス式計算方法によ
る指数。ここで
は、地方公務員の
給与水準を表すも
のとして、一般に
用いられている国
家公務員行政職
（一）職員の俸給
を基準とする地方
公務員一般行政職
職員の給与の水準
を表している。


